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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

中間連結会計期間
第84期

中間連結会計期間
第83期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 （百万円） 155,427 167,856 322,647

経常利益 （百万円） 6,287 6,759 13,757

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 3,400 3,567 8,317

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 15,379 2,926 22,773

純資産額 （百万円） 328,285 327,492 330,098

総資産額 （百万円） 549,848 590,995 579,686

１株当たり中間（当期）純利益

金額
（円） 27.29 28.61 66.75

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） 27.20 25.66 63.49

自己資本比率 （％） 59.5 55.3 56.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 22,746 16,835 51,104

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △44,927 △32,059 △82,793

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 18,948 9,450 37,647

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 84,700 88,177 94,940

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

また、当社グループは、電子部品事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行ってお

りません。

 

　（１） 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日まで）における当社グループを取り巻く経営環境は、世

界景気は持ち直しの動きが続きました。先行きについては、回復の継続が期待されますが、欧米の金利水準や中国に

おける不動産市場の停滞、中東地域などの国際情勢、金融資本市場の変動などを注視する必要があります。

当社グループは、中期経営計画2025（2022年３月期から2026年３月期まで）に掲げた目標の実現に向けて自動車、

情報インフラ・産業機器を中心とした注力すべき市場の売上比率を50％とすることを目指しています。さらに、ハイ

エンド商品、高信頼性商品を中心とした高付加価値な電子部品を創出し、主力事業の積層セラミックコンデンサのさ

らなる成長に加え、インダクタと通信用デバイスを強化してコア事業として確立していきます。また、需要拡大に対

応するための継続的な能力増強に加え、環境対策やIT整備に向けた積極的な取り組みを実施し、５年間で3,000億円

規模の設備投資を計画しています。

当中間連結会計期間の連結売上高は1,678億56百万円（前年同期比8.0％増）、営業利益は75億76百万円（前年同期

比253.5％増）となりました。経常利益は為替差損17億58百万円などにより67億59百万円（前年同期比7.5％増）とな

りました。また、親会社株主に帰属する中間純利益は独占禁止法関連損失16億87百万円などにより35億67百万円（前

年同期比4.9％増）となりました。情報機器、情報インフラ・産業機器を中心とした在庫調整からの回復や為替レー

トの円安による影響などにより、売上高及び各段階利益が増加しました。

当中間連結会計期間における期中平均の為替レートは１米ドル153.65円と前年同期の平均為替レートである１米ド

ル138.70円と比べ14.95円の円安となりました。

 

製品別の売上高は次のとおりであります。

 

［コンデンサ］

積層セラミックコンデンサなどが含まれます。

当中間連結会計期間は、主に情報機器、自動車、情報インフラ・産業機器向けの売上が前年同期比で増加したこと

により、売上高は1,134億70百万円（前年同期比14.5％増）となりました。

 

［インダクタ］

巻線インダクタ、積層インダクタなどの各種インダクタが含まれます。

当中間連結会計期間は、主に民生機器、情報機器向けの売上が前年同期比で増加したことにより、売上高は289億

74百万円（前年同期比8.4％増）となりました。

 

［複合デバイス］

通信用デバイス（FBAR/SAW）、回路モジュールなどが含まれます。

当中間連結会計期間は、通信用デバイス（FBAR/SAW）、回路モジュールの売上が前年同期比で減少したことによ

り、売上高は124億85百万円（前年同期比24.4％減）となりました。

 

［その他］

アルミニウム電解コンデンサなどが含まれます。

当中間連結会計期間は、アルミニウム電解コンデンサの売上が前年同期比で減少したことにより、売上高は129億

25百万円（前年同期比1.4％減）となりました。
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当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対して113億８百万円増加しました。そのうち流動

資産は26億73百万円増加しており、主な要因は、仕掛品の増加52億67百万円、商品及び製品の増加47億23百万円、原

材料及び貯蔵品の増加13億71百万円、受取手形及び売掛金の減少49億79百万円、現金及び預金の減少39億44百万円で

あります。また、固定資産は86億35百万円増加しており、主な要因は、有形固定資産の増加107億86百万円、投資そ

の他の資産の減少21億78百万円であります。

負債は139億15百万円増加しました。主な要因は、長期借入金の増加144億92百万円であります。

純資産は26億６百万円減少しました。主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益35億67百万円と剰余金の配当

56億８百万円による、利益剰余金の減少20億40百万円、及びその他有価証券評価差額金の減少４億78百万円でありま

す。

 

（２） キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは168億35百万円の収入（前年同期比26.0％減）となりました。主な要因は、

減価償却費219億26百万円、棚卸資産の増加117億21百万円、税金等調整前中間純利益52億65百万円、売上債権の減少

24億91百万円、法人税等の支払23億36百万円、独占禁止法関連損失16億87百万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは320億59百万円の支出（前年同期比28.6％減）となりました。主な要因は、

固定資産の取得による支出312億６百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは94億50百万円の収入（前年同期比50.1％減）となりました。主な要因は、長

期借入れによる収入250億円、長期借入金の返済による支出92億59百万円、配当金の支払額55億99百万円でありま

す。

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対し67億62百万円減少

し、881億77百万円となりました。

 

（３） 経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

なお、2025年３月期の連結業績予想を以下のとおり修正いたしました。（前年同期比）

 連結累計期間

売上高 330,000百万円（ 2.3％増）

営業利益 7,600百万円（ 16.3％減）

経常利益 6,000百万円（ 56.4％減）

親会社株主に帰属する当期純利益 0百万円（100.0％減）

 

当中間連結会計期間の実績及び今後の需要予測等に基づき、2024年５月８日に公表した通期業績予想を修正いたし

ました。

第３四半期連結会計期間以降につきましては、中国系スマートフォンのハイエンド機種を中心とした通信機器向け

の需要低迷や自動車、情報インフラ・産業機器向けの回復が緩慢なことなどが予想され、電子部品の需要環境は期初

の想定より悪化することが見込まれます。

なお、第３四半期連結会計期間以降の期中平均為替レートの前提は、１米ドル145円です。

 

（４） 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（５） 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

（６） 研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、73億28百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
  （2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 130,218,481 130,218,481
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は

100株であり

ます。

計 130,218,481 130,218,481 ― ―

（注）   提出日現在発行数には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 130,218,481 － 33,575 － 51,468
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号

赤坂インターシティＡＩＲ
33,913 27.18

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 18,385 14.74

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505301

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２丁目15番１号

品川インターシティＡ棟）

4,613 3.69

STATE STREET BANK WEST CLIENT -

TREATY 505234

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY,

MA 02171, U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15番１号

品川インターシティＡ棟）

2,138 1.71

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号

東京ビルディング
2,132 1.70

株式会社伊予銀行

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

愛媛県松山市南堀端町１番地

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
2,000 1.60

公益財団法人佐藤交通遺児福祉基金 群馬県前橋市大手町１丁目１番１号 1,916 1.53

HSBC HONG KONG - TREASURYSERVICES

A/C ASIAN EQUITIES DERIVATIVES

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店　カストディ業務部）

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL, HONG KONG

（東京都中央区日本橋３丁目11番１

号）

1,916 1.53

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15番１号

品川インターシティＡ棟）

1,740 1.39

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区赤坂１丁目８番１号

赤坂インターシティＡＩＲ）

1,666 1.33

計 ― 70,423 56.45

  (注) １　上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

23,623千株であります。

   　 ２　上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、12,357千株で

あります。

   　 ３　当社は自己株式5,485,288株を保有しております。
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５　2024年２月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社

及びその共同保有者が2024年１月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社とし

て当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めてお

りません。なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株

式会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 3,261 2.50

ブラックロック・ファンド・

マネジャーズ・リミテッド

〒EC2N 2DL　英国　ロンドン市　スログ

モートン・アベニュー 12
262 0.20

ブラックロック・アセット・

マネジメント・アイルラン

ド・リミテッド

〒4 D04 YW83　アイルランド共和国　ダブ

リン　ボールスブリッジ　ボールスブリッ

ジパーク ２　１階

264 0.20

ブラックロック・ファンド・

アドバイザーズ

米国　カリフォルニア州　サンフランシス

コ市　ハワード・ストリート　400
2,135 1.64

ブラックロック・インスティ

テューショナル・トラスト・

カンパニー、エヌ．エイ．

米国　カリフォルニア州　サンフランシス

コ市　ハワード・ストリート　400
736 0.57

計 － 6,660 5.11

６　2024年８月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ及びその共同保有者が2024年８月12日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況

には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,641 2.03

三菱ＵＦＪアセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区東新橋一丁目９番１号 3,362 2.58

三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会社
東京都千代田区大手町一丁目９番２号 525 0.40

計 － 6,529 5.01

７　2024年９月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者が2024年８月30日現在で以下の株式を所有している旨が記

載されているものの、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりで

あります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 3,044 2.34

日興アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂九丁目７番１号 10,863 8.34

計 － 13,908 10.68
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８　2024年９月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、Ｍ＆Ｇインベストメ

ント・マネジメント・リミテッド及びその共同保有者が2024年８月30日現在で以下の株式を所有している旨が

記載されているものの、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおり

であります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

Ｍ＆Ｇインベストメント・

マネジメント・リミテッド、

Ｍ＆Ｇインベストメンツ（シ

ンガポール）ピーティー

イー・リミテッド

英国、ロンドン、フェンチャーチ・アベ

ニュー10、EC3M 5AG、

シンガポール　048946　マーケット・スト

リート138、キャピタグリーン#35-01

7,342 5.64

計 － 7,342 5.64

９　2024年10月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及

びその共同保有者が2024年９月27日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めており

ません。なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 3,622 2.71

ノムラ　インターナショナ

ル　ピーエルシー

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United

Kingdom
176 0.13

野村アセットマネジメント株

式会社
東京都江東区豊洲二丁目２番１号 21,027 16.12

計 － 24,825 18.04
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 5,485,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 124,576,600 1,245,766 －

単元未満株式 普通株式 156,681 － －

発行済株式総数  130,218,481 － －

総株主の議決権  － 1,245,766 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式88株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

太陽誘電株式会社
東京都中央区京橋

２丁目７番19号
5,485,200 － 5,485,200 4.21

計 － 5,485,200 － 5,485,200 4.21

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

     （単位：百万円）

    
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 102,783 98,838

受取手形及び売掛金 ※ 81,199 76,219

商品及び製品 33,287 38,010

仕掛品 44,993 50,260

原材料及び貯蔵品 24,056 25,427

その他 11,205 11,446

貸倒引当金 △305 △310

流動資産合計 297,219 299,892

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 172,862 181,543

機械装置及び運搬具 408,458 429,870

工具、器具及び備品 43,569 43,760

土地 16,171 16,560

建設仮勘定 39,100 36,991

減価償却累計額 △406,606 △424,384

有形固定資産合計 273,556 284,342

無形固定資産   

その他 1,807 1,835

無形固定資産合計 1,807 1,835

投資その他の資産   

投資有価証券 1,342 20

その他 5,861 4,990

貸倒引当金 △100 △87

投資その他の資産合計 7,102 4,923

固定資産合計 282,466 291,102

資産合計 579,686 590,995
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     （単位：百万円）

    
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,745 31,203

短期借入金 4,200 4,200

１年内返済予定の長期借入金 9,255 10,504

未払法人税等 2,182 1,728

賞与引当金 5,056 5,472

役員賞与引当金 17 3

その他 35,323 33,622

流動負債合計 85,780 86,734

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 51,170 51,080

長期借入金 84,219 98,711

役員退職慰労引当金 48 51

退職給付に係る負債 6,994 7,162

その他 21,373 19,761

固定負債合計 163,806 176,768

負債合計 249,587 263,502

純資産の部   

株主資本   

資本金 33,575 33,575

資本剰余金 49,922 49,969

利益剰余金 230,905 228,864

自己株式 △13,411 △13,157

株主資本合計 300,990 299,251

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 478 -

繰延ヘッジ損益 △32 7

為替換算調整勘定 27,861 27,636

退職給付に係る調整累計額 △161 △137

その他の包括利益累計額合計 28,146 27,506

新株予約権 961 734

純資産合計 330,098 327,492

負債純資産合計 579,686 590,995
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

    
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 155,427 167,856

売上原価 125,483 130,490

売上総利益 29,943 37,366

販売費及び一般管理費 ※１ 27,800 ※１ 29,789

営業利益 2,143 7,576

営業外収益   

受取利息 600 898

受取配当金 55 0

為替差益 4,008 -

助成金収入 487 480

その他 220 208

営業外収益合計 5,373 1,587

営業外費用   

支払利息 324 405

為替差損 - 1,758

休止固定資産減価償却費 50 149

支払補償費 804 29

その他 49 62

営業外費用合計 1,229 2,404

経常利益 6,287 6,759

特別利益   

固定資産売却益 20 15

投資有価証券売却益 164 508

ゴルフ会員権売却益 67 -

その他 - 1

特別利益合計 251 526

特別損失   

固定資産除売却損 305 162

減損損失 - 11

災害による損失 - ※２ 157

独占禁止法関連損失 - ※３ 1,687

その他 1 -

特別損失合計 307 2,019

税金等調整前中間純利益 6,231 5,265

法人税、住民税及び事業税 2,661 3,127

法人税等調整額 169 △1,429

法人税等合計 2,831 1,698

中間純利益 3,400 3,567

親会社株主に帰属する中間純利益 3,400 3,567
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

    
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 3,400 3,567

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △34 △478

繰延ヘッジ損益 △32 39

為替換算調整勘定 12,000 △225

退職給付に係る調整額 46 23

その他の包括利益合計 11,979 △640

中間包括利益 15,379 2,926

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 15,379 2,926
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

    
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 6,231 5,265

減価償却費 18,270 21,926

減損損失 - 11

災害による損失 - 157

独占禁止法関連損失 - 1,687

貸倒引当金の増減額（△は減少） 40 6

賞与引当金の増減額（△は減少） 241 403

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △51 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 4

受取利息及び受取配当金 △656 △898

支払利息 324 405

固定資産除売却損益（△は益） 285 147

投資有価証券売却損益（△は益） △164 △508

助成金収入 △264 △332

売上債権の増減額（△は増加） △6,301 2,491

棚卸資産の増減額（△は増加） 6,978 △11,721

仕入債務の増減額（△は減少） 2,774 1,357

その他 △8,881 △1,544

小計 18,832 18,845

利息及び配当金の受取額 659 839

利息の支払額 △226 △337

災害による損失の支払額 - △175

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 3,480 △2,336

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,746 16,835

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △43,279 △31,206

固定資産の売却による収入 36 28

定期預金の増減額（△は増加） △2,641 △3,106

投資有価証券の売却による収入 164 1,357

助成金の受取額 510 432

その他 282 435

投資活動によるキャッシュ・フロー △44,927 △32,059

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 42,708 25,000

長期借入金の返済による支出 △17,715 △9,259

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △5,599 △5,599

リース債務の返済による支出 △444 △660

その他 0 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,948 9,450

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,808 △988

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 575 △6,762

現金及び現金同等物の期首残高 84,124 94,940

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 84,700 ※ 88,177
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当中間連結

会計期間の期首から適用しております。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前連

結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形が前連結会計年度末日残高に含

まれております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 89百万円 -百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

運賃及び手数料 3,723百万円 4,096百万円

研究開発費 6,523 7,328

従業員給料手当 6,497 7,007

退職給付費用 421 417

賞与引当金繰入額 1,112 1,208

役員賞与引当金繰入額 9 3

減価償却費 1,082 1,323

 

※２　災害による損失

　2024年１月１日に発生した「令和６年能登半島地震」の影響により、当社子会社の新潟太陽誘電株式会社（新

潟県上越市）において被害が発生し、その災害による損失額を「災害による損失」として計上しております。

 

※３　独占禁止法関連損失

　子会社のエルナー株式会社におけるアルミニウム電解コンデンサ等の取引に関する独占禁止法違反を理由とす

る損害賠償請求に関する和解金等を計上しております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 90,730百万円 98,838百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,030 △10,660

現金及び現金同等物 84,700 88,177
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 5,607 45 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月７日

取締役会
普通株式 5,608 45 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 5,608 45 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月７日

取締役会
普通株式 5,612 45 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは電子部品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

製品区分 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

コンデンサ 99,084 63.7 113,470 67.6

インダクタ 26,724 17.2 28,974 17.3

複合デバイス 16,509 10.6 12,485 7.4

その他 13,109 8.4 12,925 7.7

合計 155,427 100.0 167,856 100.0

（注）当社グループは、電子部品事業の単一セグメントであり、上記の区分は報告セグメントではありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

（1）１株当たり中間純利益金額 27円29銭 28円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
3,400 3,567

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金

額（百万円）
3,400 3,567

普通株式の期中平均株式数（千株） 124,616 124,672

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 27円20銭 25円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百万円） － △62

（うち社債利息（税額相当額控除後）（百万円）） (－) (△62)

普通株式増加数（千株） 412 11,928

（うち転換社債型新株予約権付社債（千株）） (－) (11,467)

（うち新株予約権（千株）） (412) (461)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会

計年度末から重要な変動があったものの概要

 

－

 

－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 2024年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1）中間配当による配当金の総額……………………5,612百万円

(2）１株当たりの金額…………………………………45円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月２日

 （注） 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月14日

太陽誘電株式会社

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 齋 藤　慶 典

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 新名谷　寛昌

 

監査人の結論

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太陽誘電株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

 当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、太陽誘電株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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